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>>> 経済・金融情勢の回顧

2024年度のわが国経済は、全体として緩やかな回復基
調を維持しました。物価は引き続き上昇基調で推移し、
特にサービス価格を中心とした内需型の物価上昇傾向が
鮮明となりました。個人消費は、消費者の節約志向の高
まりの影響を受けつつも、賃上げの動きを受けた所得の
改善を背景にサービス消費を中心に緩やかな増加基調と
なりました。企業の設備投資意欲は企業の合理化・省力
化投資を中心に堅調だったものの、人手不足やコスト上
昇が下押ししました。財の輸出は中国を中心とした海外
経済の減速を受け、横ばい程度の推移となりました。こ
うした動きを受け、生産についても一進一退の推移とな
りました。こうした中で、商工中金のお取引先を対象と
した「商工中金景況調査」から中小企業の景況感をみま
すと、価格転嫁の進展やインバウンド需要の拡大などか
ら非製造業を中心に底堅い推移となったものの、人手不
足や諸コストの上昇が引き続き深刻な経営課題となりま
した。

金融面につきましては、日本銀行が2024年7月と
2025年1月に利上げを実施し、国内長期金利も上昇し
ました。円の対ドル相場は一時160円を超える円安水
準となりましたが、日米金利差の縮小などを要因に、
年度末には150円近傍での推移となりました。日経平
均株価は最高値を更新し、一時４万２千円台に達した
ものの、年度末にかけ海外経済の不透明感などから下
落しました。
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>>> 連結業績の概況

主要な経営指標の推移（連結）
（単位：億円、％）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
連 結 経 常 収 益 1,517 1,493 1,610 1,670 1,942
連 結 経 常 利 益 85 306 314 223 330
親会社株主に帰属する当期純利益 92 185 233 156 257
連 結 包 括 利 益 246 136 212 396 46
連 結 純 資 産 額 9,795 9,884 10,051 10,402 10,384
連 結 総 資 産 額 130,832 127,877 130,499 133,086 122,654
1 株 当 た り 純 資 産 額 204.71円 208.80円 216.48円 232.63円 231.78円
1 株 当 た り 当 期 純 利 益 4.24円 8.51円 10.72円 7.20円 11.83円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 ─円 ─円 ─円 ─円 ─円
自 己 資 本 比 率（％） 7.45 7.69 7.67 7.78 8.43
連結普通株式等Tier1比率（％） 11.74 11.72 11.56 11.15 10.94
連 結 Tier1 比 率（％） 11.74 11.72 11.92 11.83 11.61
連 結 総 自 己 資 本 比 率（％） 12.68 12.77 13.19 13.03 12.88
連 結 自 己 資 本 利 益 率 （%） 0.95 1.88 2.34 1.53 2.48
連 結 株 価 収 益 率 ─倍 ─倍 ─倍 ─倍 ─倍
営業活動によるキャッシュ・フロー 5,026 △3,705 △384 1,310 △5,639
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,845 2,361 2,237 △2,465 △1,409
財務活動によるキャッシュ・フロー 54 4 454 254 △15
現金及び現金同等物の期末残高 16,262 14,924 17,231 16,331 9,266
従 業 員 数
［外、 平 均 臨 時 従 業 員 数］

3,909
[1,018]人

3,765
[1,010]人

3,712
[1,008]人

3,701
[1,024]人

3,691
[1,046]人

（注）1. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
2. 自己資本比率は、（期末純資産の部合計−期末株式引受権−期末新株予約権−期末非支配株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しています。
3. 連結自己資本比率は、株式会社商工組合中央金庫法第23条第1項の規定に基づく平成20年金融庁・財務省・経済産業省告示第2号に定められた算式に基づき算出していま
す。商工中金は、国際統一基準を採用しています。なお、2022年度よりバーゼルⅢ最終化を早期適用して算出しています。

4. 連結株価収益率については、商工中金の株式は非上場・非登録のため記載していません。
5. 従業員数は、就業人員数（出向者を除く）を記載しています。

対処すべき課題
国内人口減少やデフレ長期化、イノベーション不足、

労働生産性の低さ等を背景に、日本の国際競争力は着
実に低下しています。他方で、足元では物価や賃金上
昇、金利のある世界への移行等、日本経済を取り巻く
環境は大きな転換期を迎えております。今後は、国内
人口減少やＡＩ・ロボティクス技術の進化、紛争や米
国による相互関税等の地政学リスク等の影響により、
外部環境の変化が激しく、先行きが不透明な状況が続
くことが予想されます。

当金庫のお取引先の大部分を占める中小企業は、日
本経済・雇用を支える重要な存在ですが、外部環境変
化の影響を受けやすく、経営資源にも制約があるため、
時には成長機会を逃すこともあります。しかし、中小
企業の中には独自の技術やサービスを持ち、高い労働
生産性を誇る企業も存在しています。中小企業は、日
本経済を変えることができる大きなポテンシャルを秘
めています。

こうした状況を踏まえ、当金庫は、中小企業の課題
解決・成長支援に向き合い「企業の未来を支えていく。
日本を変化につよくする。」というPURPOSEの実現を
目指します。

この考えに基づき、「商工中金グループのありたい
姿」を設定し、具体的な取組みについて検討を進めて
おります。これまで培ってきたリレーションシップバ
ンキングやセーフティネット機能を継続するとともに、
政府保有株式の処分により実現される業務範囲の拡大
も踏まえ、アライアンスやМ＆Ａ、デジタル活用も含
め、中小企業の課題解決・成長支援に繋がる競争力の
あるソリューションの開発を一層強化してまいります。
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>>> 連結財務諸表
商工中金は、株式会社商工組合中央金庫法第52条第2項の規定により作成した書面について会社法第396条第1項に基づ
き会計監査人の監査を受けています。また、連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書について、金融商品取引法第193条の2第1項
の規定に基づき、PwC Japan有限責任監査法人の監査証明を受けています。
本ディスクロージャー誌に掲載の連結財務諸表は、上記の連結財務諸表に基づいて作成しております。

連結貸借対照表

科 目 2023年度
（2024年3月31日現在）

2024年度
（2025年3月31日現在）

（資産の部）

現 金 預 け 金 1,660,626 942,360

コールローン及び買入手形 452,271 15,532

買 入 金 銭 債 権 33,329 23,577

特 定 取 引 資 産 20,922 25,522

有 価 証 券 1,216,561 1,318,802

貸 出 金 9,612,074 9,620,557

外 国 為 替 25,487 20,966

そ の 他 資 産 196,854 191,338

有 形 固 定 資 産 37,689 35,989

建 物 14,124 12,728

土 地 21,207 21,156

建 設 仮 勘 定 ― 145

その他の有形固定資産 2,357 1,958

無 形 固 定 資 産 29,347 36,065

ソ フ ト ウ エ ア 7,532 35,838

その他の無形固定資産 21,814 226

退 職 給 付 に 係 る 資 産 41,144 37,312

繰 延 税 金 資 産 34,336 46,204

支 払 承 諾 見 返 143,441 147,483

貸 倒 引 当 金 △195,423 △196,246

資 産 の 部 合 計 13,308,663 12,265,465

（単位：百万円）

科 目 2023年度
（2024年3月31日現在）

2024年度
（2025年3月31日現在）

（負債の部）

預 金 6,229,368 6,216,758

譲 渡 性 預 金 508,780 101,800

債 券 3,296,000 3,209,590

コールマネー及び売渡手形 102,271 ―

債券貸借取引受入担保金 283,989 169,705

特 定 取 引 負 債 11,650 15,578

借 用 金 1,469,987 1,135,662

外 国 為 替 1,300 801

社 債 100,000 100,000

そ の 他 負 債 74,642 85,783

賞 与 引 当 金 4,691 4,695

退 職 給 付 に 係 る 負 債 658 691

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 202 228

睡眠債券払戻損失引当金 41,203 38,140

環 境 対 策 引 当 金 66 ―

そ の 他 の 引 当 金 90 90

繰 延 税 金 負 債 52 46

支 払 承 諾 143,441 147,483

負 債 の 部 合 計 12,268,396 11,227,055

（純資産の部）

資 本 金 218,653 218,653

危 機 対 応 準 備 金 129,500 129,500

特 別 準 備 金 400,811 400,811

資 本 剰 余 金 0 1

利 益 剰 余 金 256,462 275,685

自 己 株 式 △1,159 △1,169

株 主 資 本 合 計 1,004,267 1,023,481

その他有価証券評価差額金 27,666 10,553

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 111 401

退職給付に係る調整累計額 4,423 177

その他の包括利益累計額合計 32,201 11,131

非 支 配 株 主 持 分 3,796 3,796

純 資 産 の 部 合 計 1,040,266 1,038,410

負債及び純資産の部合計 13,308,663 12,265,465
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連結損益計算書
（単位：百万円）

科 目
2023年度

( 2023年 4月
2024年 3月

1日から
31日まで )

2024年度
( 2024年 4月
2025年 3月

1日から
31日まで )

経 常 収 益 167,053 194,286
資 金 運 用 収 益 121,103 142,318
貸 出 金 利 息 108,997 125,867
有 価 証券利息配当金 5,448 8,641
コールローン利息及び買入手形利息 272 1,146
預 け 金 利 息 1,280 3,078
金利スワップ受入利息 0 ―
そ の 他 の 受 入 利 息 5,103 3,585

役 務 取 引 等 収 益 14,532 15,804
特 定 取 引 収 益 6,577 7,927
そ の 他 業 務 収 益 22,050 24,074
そ の 他 経 常 収 益 2,789 4,160
償 却 債 権 取 立 益 133 810
そ の 他 の 経 常 収 益 2,656 3,349

経 常 費 用 144,696 161,268
資 金 調 達 費 用 10,668 21,699
預 金 利 息 2,860 7,848
譲 渡 性 預 金 利 息 941 287
債 券 利 息 2,677 7,503
コールマネー利息及び売渡手形利息 △30 210
売 現 先 利 息 2 ―
債券貸借取引支払利息 139 1,648
借 用 金 利 息 3,191 2,993
社 債 利 息 766 1,157
金利スワップ支払利息 2 36
そ の 他 の 支 払 利 息 116 13

役 務 取 引 等 費 用 2,880 2,707
特 定 取 引 費 用 13 21
そ の 他 業 務 費 用 25,361 26,139
営 業 経 費 76,569 82,179
そ の 他 経 常 費 用 29,202 28,520
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 27,276 24,334
そ の 他 の 経 常 費 用 1,926 4,186

経 常 利 益 22,356 33,018
特 別 利 益 79 983
固 定 資 産 処 分 益 79 983

特 別 損 失 1,088 225
固 定 資 産 処 分 損 40 41
減 損 損 失 1,047 184

税金等調整前当期純利益 21,347 33,776
法人税、住民税及び事業税 10,265 10,861
法 人 税 等 調 整 額 △4,605 △2,839
法 人 税 等 合 計 5,660 8,021
当 期 純 利 益 15,687 25,754
非支配株主に帰属する当期純利益 3 3
親会社株主に帰属する当期純利益 15,683 25,750

連結包括利益計算書
（単位：百万円）

科 目
2023年度

( 2023年 4月
2024年 3月

1日から
31日まで )

2024年度
( 2024年 4月
2025年 3月

1日から
31日まで )

当 期 純 利 益 15,687 25,754
そ の 他 の 包 括 利 益 23,942 △21,070
その他有価証券評価差額金 11,433 △17,113
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 108 289
退職給付に係る調整額 12,399 △4,246

包 括 利 益 39,629 4,684
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 39,625 4,680
非支配株主に係る包括利益 3 3
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連結株主資本等変動計算書

2023年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本
資本金 危機対応準備金 特別準備金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 218,653 129,500 400,811 0 245,274 △1,153 993,086
当期変動額
剰余金の配当 △4,495 △4,495
親会社株主に帰属
する当期純利益 15,683 15,683

自己株式の取得 △6 △6
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 0 11,187 △6 11,181
当期末残高 218,653 129,500 400,811 0 256,462 △1,159 1,004,267

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 16,233 2 △7,976 8,259 3,796 1,005,142
当期変動額
剰余金の配当 △4,495
親会社株主に帰属
する当期純利益 15,683

自己株式の取得 △6
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 11,433 108 12,399 23,942 ― 23,942

当期変動額合計 11,433 108 12,399 23,942 ― 35,123
当期末残高 27,666 111 4,423 32,201 3,796 1,040,266
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2024年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本
資本金 危機対応準備金 特別準備金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 218,653 129,500 400,811 0 256,462 △1,159 1,004,267
当期変動額
剰余金の配当 △6,527 △6,527
親会社株主に帰属
する当期純利益 25,750 25,750

自己株式の取得 △9 △9
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 0 19,223 △9 19,213
当期末残高 218,653 129,500 400,811 1 275,685 △1,169 1,023,481

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 27,666 111 4,423 32,201 3,796 1,040,266
当期変動額
剰余金の配当 △6,527
親会社株主に帰属
する当期純利益 25,750

自己株式の取得 △9
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △17,113 289 △4,246 △21,070 ― △21,070

当期変動額合計 △17,113 289 △4,246 △21,070 ― △1,856
当期末残高 10,553 401 177 11,131 3,796 1,038,410
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連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科 目
2023年度

( 2023年 4月
2024年 3月

1日から
31日まで )

2024年度
( 2024年 4月
2025年 3月

1日から
31日まで )

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 21,347 33,776
減 価 償 却 費 6,380 7,439
減 損 損 失 1,047 184
貸倒引当金の増減（△） 9,904 823
賞与引当金の増減額（△は減少） △215 3
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △1,060 △2,411
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,416 33
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 28 25
睡眠債券払戻損失引当金の増減（△） △2,323 △3,063
環境対策引当金の増減額（△は減少） 0 △66
その他の引当金の増減額（△は減少） 8 △0
資 金 運 用 収 益 △121,103 △142,318
資 金 調 達 費 用 10,668 21,699
有価証券関係損益（△） 2,320 924
為 替 差 損 益 （△ は 益） △309 492
固定資産処分損益（△は益） △38 △942
特定取引資産の純増（△）減 △2,456 △4,599
特定取引負債の純増減（△） 1,294 3,927
貸 出 金 の 純 増 （△） 減 16,018 △8,482
預 金 の 純 増 減 （△） 448,231 △12,609
譲渡性預金の純増減（△） △180,396 △406,980
債 券 の 純 増 減 （△） △152,450 △86,410
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △123,161 △339,324
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △9,292 11,597
コールローン等の純増（△）減 △84,375 446,470
コールマネー等の純増減（△） 102,271 △102,271
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 83,301 △114,283
外国為替（資産）の純増（△）減 △2,561 4,520
外国為替（負債）の純増減（△） 808 △498
資 金 運 用 に よ る 収 入 118,908 142,422
資 金 調 達 に よ る 支 出 △10,514 △19,769
そ の 他 12,211 15,331
小 計 143,079 △554,358
法 人 税 等 の 支 払 額 △12,076 △9,632

営業活動によるキャッシュ・フロー 131,002 △563,991
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △450,048 △751,338
有価証券の売却による収入 142,613 173,216
有価証券の償還による収入 78,896 448,852
有形固定資産の取得による支出 △1,756 △1,240
無形固定資産の取得による支出 △15,879 △11,508
有形固定資産の売却による収入 82 1,048
資産除去債務の履行による支出 △419 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー △246,510 △140,969
財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入れによる収入 10,000 5,000
劣後特約付社債の発行による収入 20,000 ―
自己株式の取得による支出 △6 △9
自己株式の売却による収入 0 0
配 当 金 の 支 払 額 △4,495 △6,527
非支配株主への配当金の支払額 △3 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 25,494 △1,540
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △90,013 △706,501
現金及び現金同等物の期首残高 1,723,173 1,633,160
現金及び現金同等物の期末残高 1,633,160 926,658

注記事項（2024年度）
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
１. 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社 9社
会社名

八重洲商工株式会社
株式会社商工中金情報システム
商工サービス株式会社
八重洲興産株式会社
株式会社商工中金経済研究所
商工中金リース株式会社
商工中金カード株式会社
商工中金キャピタル株式会社
株式会社商工中金ヒューマンデザイン

（連結の範囲の変更）
株式会社商工中金ヒューマンデザインは新規設立により、当

連結会計年度から連結の範囲に含めております。
⑵ 非連結子会社 2社
会社名

八重洲緑関連事業協同組合
つながる未来ファンド（匿名組合）
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見

合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累
計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企
業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない
程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

⑶ 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有してい
るにもかかわらず子会社としなかった当該他の会社等
当該他の会社等の数 1社
投資事業等を営む連結子会社が、投資育成等を図ることを目的

に出資したものであり、傘下に入れる目的ではないことから、子
会社として取り扱っておりません。
２. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法適用の非連結子会社

該当ありません。
⑵ 持分法適用の関連会社

該当ありません。
⑶ 持分法非適用の非連結子会社 2社
会社名

八重洲緑関連事業協同組合
つながる未来ファンド（匿名組合）

⑷ 持分法非適用の関連会社 1社
会社名

サザンカパートナーズ株式会社
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持

分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括
利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除
いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象
から除いております。

⑸ 他の会社等の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己
の計算において所有しているにもかかわらず関連会社としなか
った当該他の会社等
当該他の会社等の数 2社
当金庫及び投資事業等を営む連結子会社が、投資育成等を図る

ことを目的に出資したものであり、傘下に入れる目的ではないこ
とから、関連会社として取り扱っておりません。
３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は次のとおりであります。
3月末日 9社

４. 開示対象特別目的会社に関する事項
⑴ 開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用

した取引の概要
該当ありません。

⑵ 開示対象特別目的会社との取引金額等
該当ありません。

５. 会計方針に関する事項
⑴ 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に
係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的（以下、「特定取引目的」という。）の取引については、取引の
約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び

「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結
損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上して
おります。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債
権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ
ション取引等の派生商品については連結決算日において決済した
ものとみなした額により行っております。
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また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会
計年度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等については前
連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、
派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末におけ
るみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

なお、派生商品については、特定の市場リスク又は特定の信用
リスクに関して金融資産及び金融負債を相殺した後の正味の資産
又は負債を基礎として、当該金融資産及び金融負債のグループを
単位とした時価を算定しております。

⑵ 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及
び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価
証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算
定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原
価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入
法により処理しております。

⑶ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時

価法により行っております。
なお、特定の市場リスク又は特定の信用リスクに関して金融資

産及び金融負債を相殺した後の正味の資産又は負債を基礎として、
当該金融資産及び金融負債のグループを単位とした時価を算定し
ております。

⑷ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当金庫の有形固定資産は、定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ：2年〜60年
その他：2年〜20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数
に基づき、主として定額法により償却しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、当金庫及び連結子会社で定
める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しておりま
す。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。
なお、残存価額については零としております。

⑸ 貸倒引当金の計上基準
当金庫の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、

次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当

金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別
委員会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、危機対応業務に係る損
害担保付貸出とそれ以外の債権とにグルーピングし、また、要注
意先債権のうち要管理債権以外のその他の要注意先債権（以下、

「その他の要注意先債権」という。）については、さらに貸出条件
緩和の有無によりグルーピングしております。これらのグループ
毎に、主としてそれぞれ今後１年間の予想損失額又は今後３年間
の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、１年
間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期
間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必
要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する
債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計
上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権
については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前
の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上してお
ります。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しております。

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実
績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ
ぞれ計上しております。

⑹ 賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員

に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

⑺ 役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備える

ため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計
年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

⑻ 睡眠債券払戻損失引当金の計上基準
睡眠債券払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券等につい

て、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める
額を計上しております。

⑼ 環境対策引当金の計上基準
環境対策引当金は、PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理

費用の支出に備えるため、今後発生すると認められる額を計上し
ております。

⑽ その他の引当金の計上基準
その他の引当金は、商品の引き換えに備えるために、その引当

見込額を計上した販売促進引当金であります。
⑾ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によ
っております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益
処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の
一定の年数（14年）による定額法により損益処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数（14年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処
理

なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

⑿ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当金庫の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として連結

決算日の為替相場による円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日

等の為替相場により換算しております。
⒀ 重要なヘッジ会計の方法
①金利リスク・ヘッジ

当金庫の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ
会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務
指針第24号 2022年３月17日。以下、「業種別委員会実務指針第
24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ
有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについ
て、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取
引を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しており
ます。
②為替変動リスク・ヘッジ

当金庫の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対
するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処
理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別委員会実務指針第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッ
ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨
建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替ス
ワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権
債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ
とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
③連結会社間取引等

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以
外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引については、ヘッ
ジ手段として指定している金利スワップ取引に対して、業種別委
員会実務指針第24号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営
が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っ
ているため、当該金利スワップ取引から生じる収益及び費用は消
去せずに損益認識を行っております。

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金
利スワップの特例処理を行っております。

連結子会社の一部の資産・負債については、金利スワップの特
例処理を行っております。

⒁ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸

借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金
であります。

（重要な会計上の見積り）
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその

額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結財務諸表に
重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
１. 貸倒引当金

⑴ 当連結会計年度に係る連結財務諸表に計上した額
貸倒引当金 196,246百万円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解
に資する情報
① 算出方法

貸倒引当金の算出方法は、「５．会計方針に関する事項」「(5)
貸倒引当金の計上基準」に記載しております。
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② 主要な仮定
主要な仮定は、「取引先区分の判定における貸出先の将来の業

績見通し」及び「予想損失額に関する将来見込み等」でありま
す。「取引先区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」
は、各取引先の収益獲得能力等を個別に評価し、設定しており
ます。「予想損失額に関する将来見込み等」として、連結決算日
時点における個々の引当金算定区分の貸倒実績率等には反映さ
れない信用リスクを織り込んでおります。

正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、連
結決算日時点の大口取引先に対する債権額から担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を基礎と
して、連結決算日以降の突発的な貸倒リスクを織り込むための
引当金を追加計上しております。その他の要注意先債権のうち
貸出条件緩和を有する債権については、前連結会計年度は、新
型コロナ制度融資返済開始等に伴う貸倒実績率の高まりに着目
し、今後３年間の予想損失率の見積りにあたって、当該１年間
の実績を基礎として予想損失額を推計することで、将来見込み
等必要な修正を加えた貸倒引当金を算出しておりました。当連
結会計年度は、前連結会計年度において採用した推計方法に、
当連結会計年度の実績を反映して予想損失額を推計しておりま
す。

また、破綻懸念先債権に相当する債権（キャッシュ・フロー
見積法適用先を除く）の予想損失率については、算定期間数を
拡大することで中長期の景気循環の影響が均された過去の貸倒
実績率を基礎としております。その上で、過去の経済指標の実
績値と破綻懸念先債権の損失実績率の関係を分析し、直近の経
済指標の実績値から推計される損失率が過去の貸倒実績率を上
回る場合には、足もとの景気悪化の状況を反映するため、当該
損失率を予想損失率として貸倒引当金を算出しております。こ
の算出方法に基づき、当連結会計年度は、過去の貸倒実績率を
予想損失率として使用しております。

③ 翌連結会計年度に係る連結財務諸表に及ぼす影響
個別貸出先の業績やその他経済環境の変化により、当初の見

積りに用いた「取引先区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」及び「予想損失額に関する将来見込み等」が変化した
場合は、翌連結会計年度に係る連結財務諸表における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（未適用の会計基準等）
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月

13日）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

33号 2024年９月13日）
ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応

報告及び移管指針の改正
⑴ 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資
産・負債を計上する等の取扱いを定めるものであります。企業会
計基準委員会のリースに関する会計基準の開発にあたっての基本
的な方針として、IFRS第16号と同様に、リースがファイナンス・
リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、
原資産に対する使用権が借手に移転するととらえることにより、
借手において使用権資産とリース負債を計上する使用権モデルが
採用されました。ただし、IFRS第16号の定めを全て取り入れるの
ではなく、主要な定めの内容のみ取り入れることにより簡素で利
便性が高くなり、また、国際的な比較可能性を大きく損なわせな
い範囲で代替的な取扱いを定めることとされております。

⑵ 適用予定日
2028年３月期の期首より適用予定であります。

⑶ 当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

・「金融商品会計に関する実務指針」（改正移管指針第９号 2025
年３月11日）

⑴ 概要
ベンチャーキャピタルファンド等に組み入れられた市場価格の

ない株式を時価評価することで、投資家に対して有用な情報が提
供されるように、上場企業等が保有するベンチャーキャピタルフ
ァンドの出資持分に係る会計上の取扱いの見直しを定めるもので
あります。

⑵ 適用予定日
2027年３月期の期首より適用予定であります。

⑶ 当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

（追加情報）
（特別準備金）

2008年10月１日の株式会社化に伴い、株式会社商工組合中央金庫
法附則第５条に基づき、資本金、利益剰余金から特別準備金への振
替を行っております。

なお、特別準備金は次の性格を有しております。
⑴ 剰余金の額の計算においては、株式会社商工組合中央金庫法第

43条の規定に基づき、特別準備金の額は、資本金及び準備金の額
の合計額に算入されます。

⑵ 欠損のてん補を行う場合、株式会社商工組合中央金庫法第44条
第１項の規定に基づき、資本準備金及び利益準備金の額の合計額
が零となったときは、特別準備金の額を減少することができます。
なお、特別準備金の額を減少した後において剰余金の額が零を超
えることとなったときは、株式会社商工組合中央金庫法第44条第
３項の規定に基づき、特別準備金の額を増加しなければなりませ
ん。

⑶ 自己資本の充実の状況その他財務内容の健全性が向上し、その
健全性が確保されるに至ったと認められる場合には、株式会社商
工組合中央金庫法第45条の規定に基づき、株主総会の決議によっ
て、特別準備金の額の全部又は一部を国庫に納付することができ
ます。

⑷ 仮に清算することとなった場合には、その債務を弁済してなお
残余財産があるときは、株式会社商工組合中央金庫法第46条の規
定に基づき、特別準備金の額を国庫に納付するものとされていま
す。

（危機対応準備金）
株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の６に基づき、危機対応

業務の円滑な実施のため、政府が出資した金額を危機対応準備金と
して計上しております。

なお、危機対応準備金は次の性格を有しております。
⑴ 剰余金の額の計算においては、株式会社商工組合中央金庫法附

則第２条の９第１項の規定により読み替えて適用される同法第43
条の規定に基づき、危機対応準備金の額は、資本金及び準備金の
額の合計額に算入されます。

⑵ 欠損のてん補を行う場合、株式会社商工組合中央金庫法附則第
２条の７の規定に基づき、特別準備金の額が零となったときは、
危機対応準備金の額を減少することができます。なお、危機対応
準備金の額を減少した後において剰余金の額が零を超えることと
なったときは、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の９第１
項の規定により読み替えて適用される同法第44条第３項の規定に
基づき、危機対応準備金の額を増加しなければなりません。この
危機対応準備金の額の増加は、株式会社商工組合中央金庫法附則
第２条の９第２項の規定に基づき、特別準備金の額の増加に先立
って行うこととされています。

⑶ 危機対応業務の円滑な実施のために必要な財政基盤が十分に確
保されるに至ったと株式会社商工組合中央金庫が認める場合には、
株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の８及び第２条の９第１
項の規定により読み替えて適用される同法第45条の規定に基づ
き、株主総会の決議によって、危機対応準備金の額の全部又は一
部に相当する金額を国庫に納付するものとされています。

⑷ 仮に清算することとなった場合には、その債務を弁済してなお
残余財産があるときは、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条
の９第１項の規定により読み替えて適用される同法第46条及び同
法附則第２条の９第３項の規定に基づき、危機対応準備金の額を
国庫に納付するものとされています。

（連結貸借対照表関係）
１. 非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額

株式 24百万円
出資金 2,710百万円

２. 株式会社商工組合中央金庫法及び金融機能の再生のための緊急
措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、
債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償
還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであ
って、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条
第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」
中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上され
るもの並びに注記することとされている有価証券の貸付けを行っ
ている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるもの
に限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 135,245百万円
危険債権額 161,794百万円
要管理債権額 81,067百万円

三月以上延滞債権額 3,698百万円
貸出条件緩和債権額 77,369百万円

小計額 378,107百万円
正常債権額 9,510,001百万円
合計額 9,888,108百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更

生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥
っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、
財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及
びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
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三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌
日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに
準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破
産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延
滞債権に該当しないものであります。

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がな
いものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、
三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分され
る債権であります。

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
３. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引と

して処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商
業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担
保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その
額面金額は次のとおりであります。

65,250百万円
４. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 456,626百万円

計 456,626百万円
担保資産に対応する債務

預金 1,316百万円
債券貸借取引受入担保金 169,705百万円
借用金 105,831百万円
上記のほか、先物取引証拠金等の代用等として、次のものを差

し入れております。
有価証券 70,212百万円
また、その他資産には、金融商品等差入担保金及び保証金・敷

金等が含まれておりますが、その金額は次のとおりであります。
金融商品等差入担保金 67,110百万円
保証金・敷金等 1,757百万円

５. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、
顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付ける
ことを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残
高は次のとおりであります。

融資未実行残高 1,986,831百万円
うち原契約期間が１年以内の
もの又は任意の時期に無条件
で取消可能なもの 1,734,791百万円

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもの
であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫及び連結
子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全
及びその他相当の事由があるときは、当金庫及び連結子会社が実
行申し込みを受けた融資の中止又は契約極度額の減額をすること
ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後
も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じて
おります。

６. 有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額 73,328百万円

７. 有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 16,032百万円

（当該連結会計年度の圧縮記帳額） （―百万円）
８. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特

約が付された劣後特約付借入金が含まれております。
劣後特約付借入金 15,000百万円

９. 社債には、劣後特約付社債が含まれております。
劣後特約付社債 100,000百万円

10.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法
第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

5,424百万円

（連結損益計算書関係）
１. その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 2,207百万円
睡眠債券の収益計上額 0百万円

２. 営業経費には、次のものを含んでおります。
給与・手当 39,622百万円
業務委託費 13,379百万円

３. その他の経常費用には、次のものを含んでおります。
貸出金償却 623百万円
株式等償却 406百万円
債権売却損 1,719百万円
睡眠債券払戻損失引当金繰入額 1,375百万円

４. 減損損失
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（連結包括利益計算書関係）
１. その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 △25,074百万円
組替調整額 650百万円

法人税等及び税効果調整前 △24,423百万円
法人税等及び税効果額 7,309百万円
その他有価証券評価差額金 △17,113百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額 554百万円
組替調整額 △130百万円

法人税等及び税効果調整前 424百万円
法人税等及び税効果額 △134百万円
繰延ヘッジ損益 289百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 △6,243百万円
組替調整額 137百万円

法人税等及び税効果調整前 △6,105百万円
法人税等及び税効果額 1,859百万円
退職給付に係る調整額 △4,246百万円

その他の包括利益合計 △21,070百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）
１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：千株）

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

発行済株式
普通株式 2,186,531 ― ― 2,186,531

合 計 2,186,531 ― ― 2,186,531
自己株式

普通株式 10,743 54 0 10,797 （注）
合 計 10,743 54 0 10,797

（注）自己株式のうち普通株式の増加は、単元未満株式の買取請求に応じたことによるものであります。減少は、単元未満株式の買増請求に応じたことによるものであります。

２. 配当に関する事項
⑴ 当連結会計年度中の配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2024年6月20日
定時株主総会

普通株式
（政府分） 3,048 3.0（注）

2024年3月31日 2024年6月24日普通株式
（政府以外分） 3,479 3.0

（注）株式会社商工組合中央金庫法第50条により、政府の所有する株式に対し剰余金の配当をする場合には、政府以外の者の所有する株式１株に対して配当する剰余金に１を超
えない範囲で政令で定める割合を乗じて得た額を政府の所有する株式１株に対して配当しなければならないとされています。なお、株式会社商工組合中央金庫法施行令第
15条により、政令で定める割合は10分の10とされています。
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⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2025年6月19日
定時株主総会

普通株式
（政府分） 2,702

利益剰余金
3.0（注1）

2025年3月31日
2025年6月19日

定時株主総会及び
主務大臣認可後

（注2）
普通株式

（政府以外分） 3,824 3.0

（注）1.株式会社商工組合中央金庫法第50条により、政府の所有する株式に対し剰余金の配当をする場合には、政府以外の者の所有する株式１株に対して配当する剰余金に１を
超えない範囲で政令で定める割合を乗じて得た額を政府の所有する株式１株に対して配当しなければならないとされています。なお、株式会社商工組合中央金庫法施行
令第15条により、政令で定める割合は10分の10とされています。

2.株式会社商工組合中央金庫法第49条に基づき、剰余金の配当その他剰余金の処分の決議は、主務大臣の認可によりその効力を生じます。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係
現金預け金勘定 942,360百万円
日本銀行預け金を除く預け金 △15,701百万円
現金及び現金同等物 926,658百万円

（リース取引関係）
オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未

経過リース料
１年内 1,160百万円
１年超 4,265百万円
合 計 5,426百万円

（金融商品関係）
１. 金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針

当金庫グループは融資事業及びデリバティブ取引の提供等の金融サービス事業を行っております。
これらの事業を行うため、預金の受入れ、債券の発行等による資金調達を行っております。このように、保有する資産・負債は、金利・有

価証券の価格・為替相場等様々な市場のリスクファクターの変動により、その価値が変動し損失を被るリスクを有しております。こうしたリ
スクを適正に管理しつつ、安定した収益を確保する観点から、資産及び負債の総合的管理（ALM）を実施しており、その一環として、デリバ
ティブ取引も行っております。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
当金庫グループにおける資産は、主として国内の取引先に対する事業性の貸出金であり、取引先の財務状況の悪化等により損失を被るリス

ク（信用リスク）があります。
また、有価証券は、主に債券及び株式であり、債券については一部を満期保有目的で、トレーディング業務では売買目的で保有し、株式に

ついては純投資目的及び政策投資目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動
リスクに晒されております。

債券及び借用金は、一定の環境の下で当金庫グループが市場を利用できなくなる場合など、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動
性リスクに晒されております。

デリバティブ取引にはALMの一環で行っている金利スワップ取引や通貨スワップ取引等があります。当金庫グループでは、これらを利用し
て、資産、負債に関わる金利の変動リスクや為替の変動リスクを回避しております。なお、ヘッジ会計の適用要件を満たすデリバティブ取引
については、ヘッジ会計を適用しております。これらのヘッジ開始から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の残高
を比較する等により、ヘッジの有効性を確認しております。

このほか、トレーディング業務では、取引先の金利や為替の変動リスクをヘッジするニーズに応える目的や、金利や為替の変動による短期
的な収益獲得を目的として、金利スワップ取引や通貨スワップ取引、債券先物取引、為替予約取引等を行っております。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当金庫グループは、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、信用格付、与信許容限度、個別案件毎の与信審査、担保・保
証等の与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各営業店のほかファイナンス本部により行われ、また、大口
与信先への対応については、定期的に経営陣による投融資会議等を開催し、付議しております。さらに、監査部がリスク管理態勢等の監査を
行っております。

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しても、信用リスクに関する管理諸規程に従い、
信用格付、与信許容限度による管理体制を整備し運営しております。対市場取引については、リスク統括部による外部格付のモニタリングや
市場取引部署による信用情報等の収集等に基づき、定期的に管理しております。
②市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理

当金庫グループでは、バンキング業務、トレーディング業務毎に複数のカテゴリーに区分した上で、経営会議やALM会議等で設定し
た10bpv（金利の10ベーシス・ポイント（0.10％）の上昇が時価に与える影響額）やバリュー・アット・リスク（VaR）の限度額に基
づき金利の変動リスクを管理しております。「市場関連リスク管理規程」等において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、
ALM会議等において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。リスク統括部は、金融資産及び負債の金利リスク
の状況について、評価損益や10bpv、VaR等によりモニタリングを行い、日次で担当役員に、定期的に経営会議並びにALM会議に報告
しております。なお、ALM会議等の決定により、金利の変動リスクをヘッジするための金利スワップ等のデリバティブ取引も行ってお
ります。

（ⅱ）為替リスクの管理
為替の変動リスクに関して、日次の総合持高管理により為替持高の一定範囲内への抑制を行っております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
株式については、純投資目的と政策投資目的で運用方針を区分し、以下のとおり管理をしております。
純投資株式については、経営会議やALM会議で設定した保有残高やVaRの限度額に基づき価格変動リスクを管理するとともに、格付

のモニタリングによる業況把握も行っております。
政策投資株式については、取締役会で保有残高の限度額を決定しております。政策投資株式のうち上場株式についてもVaRの限度額

を設けて価格変動リスクを管理するとともに、株価推移管理による業況確認や、未公開株式も含めた保有方針の見直しを行っておりま
す。

具体的なリスク管理方法や手続き等の詳細については「市場関連リスク管理規程」等に明記しており、ALM会議等において実施状況
の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。リスク統括部は、残高や評価損益、VaR等によりモニタリングを行い、日次で
担当役員に、定期的に経営会議並びにALM会議に報告しております。

（ⅳ）デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性の評価、事務管理に関する部門をそれぞれ分離し内部牽制を確立しており

ます。
（ⅴ）市場リスクに係る定量的情報

（ア）特定取引目的の金融商品
当金庫グループでは、「特定取引資産」のうちの売買目的有価証券、「デリバティブ取引」のうち特定取引目的として保有している

金融商品に関するVaRの算定にあたっては、ヒストリカル・シミュレーション法（保有期間10日、信頼区間99.9％、観測期間５年）
を採用しております。
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2025年３月31日現在で当金庫グループのトレーディング業務の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で1,139百万円であり
ます。

なお、当金庫グループでは、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティングを実施しております。当連結会計
年度のトレーディング業務に関して実施したバックテスティングの結果、使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉
しているものと考えております。

ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ
ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

（イ）特定取引目的以外の金融商品
特定取引目的以外で保有している主たる金融商品は、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券に分類される債券と株式、満期保

有目的の債券に分類される債券、「現金預け金」、「預金」、「譲渡性預金」、「債券」、「債券貸借取引受入担保金」、「借用金」、「デリバ
ティブ取引」のうちの金利スワップ取引と通貨スワップ取引であります。これらの金融商品に関するVaRの算定にあたっては、ヒス
トリカル・シミュレーション法（保有期間１ヵ月〜１年、信頼区間99.9％、観測期間５年）を採用しております。

2025年３月31日現在で当金庫グループのトレーディング以外の業務の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で32,114百万円
となっております。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、
通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

なお、当金庫グループでは、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける金融資産及び金融負債について、10bpvを金利の
変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。金利以外のすべてのリスク変数が一定であることを仮定し、2025
年３月31日現在、指標となる金利が10ベーシス・ポイント上昇したものと想定した場合には、金融商品の時価が3,213百万円減少す
るものと把握しております。当該影響額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との
相関を考慮しておりません。また、金利に10ベーシス・ポイントを超える変動が生じた場合等には、算定額を超える影響が生じる可
能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫グループでは、運用と調達の年度間純増減計画を決定した上で、年度間及び月次で資金計画を作成して資金ポジションを把握してお

ります。資金調達手段は、長期安定資金となる債券を中心とすることにより流動性リスクを抑制するとともに、預金による調達を行っており
ます。また、短期市場での調達も行っている他、無担保での調達が困難な状況に備えて、有担保調達が可能なように担保差入可能な債券を保
有しております。

流動性リスクを抑制するための流動性リスク管理計数をALM会議において設定し、その遵守状況はリスク統括部において把握し、日次で
担当役員に、定期的に経営会議並びにALM会議に報告しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもありま

す。

２. 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含め

ておりません（（注１）参照）。また、現金預け金、コールローン及び買入手形、外国為替（資産・負債）、コールマネー及び売渡手形、債券貸
借取引受入担保金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

また、「連結貸借対照表計上額」の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。 （単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴有価証券
満期保有目的の債券 435,645 398,179 △37,465
その他有価証券 857,009 857,009 ―

⑵貸出金 9,620,557
貸倒引当金（＊1） △193,291

9,427,265 9,409,242 △18,022
資産計 10,719,920 10,664,432 △55,487
⑴預金 6,216,758 6,217,426 667
⑵譲渡性預金 101,800 101,853 53
⑶債券 3,209,590 3,184,824 △24,765
⑷借用金 1,135,662 1,086,575 △49,087
負債計 10,663,811 10,590,680 △73,131
デリバティブ取引（＊2）

ヘッジ会計が適用されていないもの 6,501 6,501 ―
ヘッジ会計が適用されているもの 584 584 ―

デリバティブ取引計 7,086 7,086 ―
（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊2）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。

（注1）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「有価証券」には含まれ
ておりません。 （単位：百万円）

区 分 2025年3月31日
非上場株式（＊1）（＊2） 17,782
組合出資金（＊3） 8,364

（＊1）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象と
はしておりません。

（＊2）当連結会計年度において、非上場株式について195百万円減損処理を行っております。
（＊3）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象

とはしておりません。
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（注2）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 （単位：百万円）
1年以内 1年超

3年以内
3年超

5年以内
5年超

7年以内
7年超

10年以内 10年超
預け金 915,803 ― ― ― ― ―
有価証券 107,469 191,938 290,454 146,217 254,900 252,500

満期保有目的の債券 15,645 47,813 170,500 54,000 10,000 137,500
うち国債 ― 2,000 170,500 54,000 10,000 137,500

地方債 15,645 45,813 ― ― ― ―
その他有価証券のうち満期があるもの 91,824 144,125 119,954 92,217 244,900 115,000

うち国債 ― ― ― 58,000 244,000 115,000
地方債 81,824 124,448 69,662 14,610 ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社債 8,504 19,676 18,674 9,830 900 ―
その他 1,495 ― 31,616 9,777 ― ―

貸出金（＊） 3,822,999 2,359,394 1,335,216 724,461 558,031 525,341
合 計 4,846,272 2,551,332 1,625,670 870,679 812,931 777,841

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない294,561百万円、期間の定めのないもの549百万円は含めており
ません。

（注3）債券、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 （単位：百万円）
1年以内 1年超

3年以内
3年超

5年以内
5年超

7年以内
7年超

10年以内 10年超
預金（＊1） 5,434,112 766,347 16,299 ― ― ―
譲渡性預金 101,800 ― ― ― ― ―
債券 718,870 1,396,970 760,050 184,200 149,500 ―
借用金（＊2） 270,584 374,604 239,466 105,372 128,984 16,650

合 計 6,525,366 2,537,921 1,015,815 289,572 278,484 16,650
（＊1）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。
（＊2）借用金のうち、返済期限の定めのない借用金については、「10年超」に記載しております。

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債
に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算
定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴ 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 （単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
その他有価証券

国債 390,767 ― ― 390,767
地方債 ― 285,397 ― 285,397
短期社債 ― ― ― ―
社債 ― 50,886 5,380 56,267
株式 39,984 1,572 ― 41,557
その他 63,512 19,507 0 83,019

資産計 494,264 357,364 5,381 857,009
負債計 ― ― ― ―

デリバティブ取引（＊）
金利関連 ― 10,529 ― 10,529
通貨関連 ― （3,443） ― （3,443）

デリバティブ取引計 ― 7,086 ― 7,086
（＊）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表

示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。

⑵ 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 （単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
満期保有目的の債券

国債 337,043 ― ― 337,043
地方債 ― 61,136 ― 61,136

貸出金 ― ― 9,409,242 9,409,242
資産計 337,043 61,136 9,409,242 9,807,422

預金 ― 6,217,426 ― 6,217,426
譲渡性預金 ― 101,853 ― 101,853
債券 ― 3,184,824 ― 3,184,824
借用金 ― 1,086,575 ― 1,086,575

負債計 ― 10,590,680 ― 10,590,680

（注1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産

有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しております。主に上場株式や国

債がこれに含まれます。
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公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含
まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求めら
れるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。

当金庫保証付私募債は、私募債の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映させた
割引率で割り引いて時価を算定しております。なお、発行体からの保証料は、元利金の合計額に含めております。また、破綻先、実質破綻
先及び破綻懸念先に対する私募債については、担保及び保証による回収見込額等を時価としております。当該時価はレベル３の時価に分類
しております。

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。
貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映させた割引

率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間の割引手形は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの割引現在価値又は担保及び保証に
よる回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金
計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。

貸出金のうち、当該貸出金を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び
金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しておりま
す。
負 債

預金、及び譲渡性預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金及び譲渡性預金

の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた割引現在価値により時価を算定しております。割引率は、市
場金利を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

債券
当金庫の発行する債券の時価は、市場価格によって算定しており、レベル２の時価に分類しております。
金利スワップの特例処理の対象とされた債券については、当該金利スワップの時価を反映しております。
借用金
借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割

り引いて現在価値を算定しております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。
金利スワップの特例処理の対象とされた借用金については、当該金利スワップの時価を反映しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しており、主に債券先物

取引や金利先物取引がこれに含まれます。
ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種類や満期までの期間に応じて現

在価値技法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して時価を算定しております。それらの評価技法で用いている主なインプ
ットは、金利や為替レート、ボラティリティ等であります。また、取引相手の信用リスク及び当金庫自身の信用リスクに基づく価格調整を
行っております。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時価に分類しており、プレイン・バ
ニラ型の金利スワップ取引、為替予約取引等が含まれます。重要な観察できないインプットを用いている場合はレベル３の時価に分類して
おります。

（注2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に分類される金融商品の重要性が乏しいため、記載を省略して
おります。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。
１. 売買目的有価証券 （単位：百万円）

2025年3月31日
連結会計年度の損益に含まれた評価差額 ―

２. 満期保有目的の債券（2025年3月31日）

種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

国債 373,927 337,043 △36,883
地方債 61,717 61,136 △581

小計 435,645 398,179 △37,465
合計 435,645 398,179 △37,465

３. その他有価証券（2025年3月31日）

種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得原価
を超えるもの

株式 40,348 8,823 31,525
債券 ― ― ―

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社債 ― ― ―

その他 55,766 40,848 14,918
小計 96,115 49,671 46,443

連結貸借対照表
計上額が取得原価
を超えないもの

株式 1,208 1,384 △176
債券 732,432 761,197 △28,765

国債 390,767 412,911 △22,144
地方債 285,397 290,615 △5,217
短期社債 ― ― ―
社債 56,267 57,670 △1,403

その他 31,163 33,285 △2,122
小計 764,804 795,868 △31,064

合計 860,919 845,540 15,379
４. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）

該当事項はありません。
５. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）
株式 1,168 1,014 ―
債券 160,661 550 2,920

国債 160,661 550 2,920
地方債 ― ― ―

その他 11,386 1,196 ―
合計 173,216 2,761 2,920

６. 保有目的を変更した有価証券（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）
該当事項はありません。

７. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく

下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とすると
ともに、評価差額を当該連結会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。

当連結会計年度における減損処理額は、212百万円（うち、株式210百万円、社債２百万円）であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定

めております。
破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落
要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の債務者であります。

（金銭の信託関係）
１. 運用目的の金銭の信託（2025年3月31日）

該当事項はありません。
２. 満期保有目的の金銭の信託（2025年3月31日）

該当事項はありません。
３. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2025年3月31日）

該当事項はありません。
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（その他有価証券評価差額金）
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

金額（百万円）
評価差額 15,379

その他有価証券 15,379
（＋）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債） △4,826

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 10,553
（△）非支配株主持分相当額 ―
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る評価差額金のうち
親会社持分相当額 ―

その他有価証券評価差額金 10,553

（デリバティブ取引関係）
１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契約において定めら
れた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリ
バティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

⑴ 金利関連取引（2025年3月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 契約額等のうち1年
超のもの（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品
取引所

金利先物
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

金利オプション
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

金利先渡契約
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

金利スワップ
受取固定・支払変動 763,298 670,657 △17,592 △17,592
受取変動・支払固定 759,995 638,835 27,537 27,537
受取変動・支払変動 ― ― ― ―

金利オプション
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

その他
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ― ― 9,944 9,944
（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

⑵ 通貨関連取引（2025年3月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 契約額等のうち1年
超のもの（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品
取引所

通貨先物
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

通貨オプション
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ 2,315,200 2,250,486 △3,730 △3,730
為替予約

売建 93,722 2,305 △100 △100
買建 37,660 1,734 388 388

通貨オプション
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

その他
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ― ― △3,443 △3,443
（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

⑶ 株式関連取引（2025年3月31日）
該当事項はありません。

⑷ 債券関連取引（2025年3月31日）
該当事項はありません。

⑸ 商品関連取引（2025年3月31日）
該当事項はありません。

⑹ クレジット・デリバティブ取引（2025年3月31日）
該当事項はありません。
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２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の連結決算日における契約額又は

契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

⑴ 金利関連取引（2025年3月31日）
ヘッジ会計

の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等（百万円） 契約額等のうち1年
超のもの（百万円） 時価（百万円）

原則的処理方法
金利スワップ 有 価 証 券、 債 券、

借用金、社債受取固定・支払変動 474,120 474,120 △3,586
受取変動・支払固定 100,000 100,000 4,171

金利スワップの
特例処理

金利スワップ 債券、借用金
受取固定・支払変動 2,258,150 2,037,050 （注2）
受取変動・支払固定 ― ―
合計 ― ― ― 584

（注）1. 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。
2. 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている債券、借用金と一体として処理されているため、その時価は「（金融商品関係）」の当該債券、借用金の

時価に含めて記載しております。

⑵ 通貨関連取引（2025年3月31日）
該当事項はありません。

⑶ 株式関連取引（2025年3月31日）
該当事項はありません。

⑷ 債券関連取引（2025年3月31日）
該当事項はありません。
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（退職給付関係）
１. 採用している退職給付制度の概要

当金庫及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積
立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しており
ます。

確定給付企業年金制度（すべて積立型制度）では、給与と勤務
期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。

退職一時金制度（非積立型制度であるが、退職給付信託を設定
した結果、積立型制度となっているものがある。）では2024年３
月に規程の改訂を行い退職給付としてポイント制を導入しており
ます。また、従業員の退職等に対して割増退職金を支払う場合が
あります。

一部の連結子会社は、中小企業退職金共済制度を設けておりま
す。

また、連結子会社は、簡便法により退職給付に係る負債及び退
職給付費用を計算しております。

なお、当金庫及び連結子会社は、複数事業主制度の確定給付企
業年金基金制度に加入しております。自社の拠出に対応する年金
資産の額を合理的に計算できることから当該事項に関する注記を
含めて記載しております。

２. 確定給付制度
⑴ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区分 金額(百万円)
退職給付債務の期首残高 101,122

勤務費用 2,848
利息費用 1,053
数理計算上の差異の発生額 198
退職給付の支払額 △6,498
過去勤務費用の発生額 ―
その他 71

退職給付債務の期末残高 98,795
⑵ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

区分 金額(百万円)
年金資産の期首残高 141,608

期待運用収益 2,825
数理計算上の差異の発生額 △6,044
事業主からの拠出額 1,419
退職給付の支払額 △4,391

年金資産の期末残高 135,417
⑶ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上
された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

区分 金額(百万円)
積立型制度の退職給付債務 98,325
年金資産 △135,417

△37,091
非積立型制度の退職給付債務 470
連結貸借対照表に計上された負債と
資産の純額 △36,621

区分 金額(百万円)
退職給付に係る負債 691
退職給付に係る資産 △37,312
連結貸借対照表に計上された負債と
資産の純額 △36,621

⑷ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
区分 金額(百万円)

勤務費用 2,848
利息費用 1,053
期待運用収益 △2,825
数理計算上の差異の損益処理額 626
過去勤務費用の損益処理額 △488
その他（臨時に支払った割増退職金等） 167
確定給付制度に係る退職給付費用 1,380

⑸ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果

控除前）の内訳は次のとおりであります。
区分 金額(百万円)

過去勤務費用 488
数理計算上の差異 5,617

合計 6,105
⑹ 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税
効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

区分 金額(百万円)
未認識過去勤務費用 76
未認識数理計算上の差異 △334

合計 △258

⑺ 年金資産に関する事項
①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりで

あります。
債券 57％
株式 22％
預金 ―％
一般勘定 21％
その他 0％

合計 100％
（注）年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が16％含ま

れております。
②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び
予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資
産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお
ります。

⑻ 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.1％
長期期待運用収益率 2.0％
予想昇給率（確定給付企業年金制度） 3.4％
予想昇給率（退職一時金制度） 2.9％

（注）割引率、長期期待運用収益率は加重平均で表しております。予想昇給率は退職
一時金制度にポイント制を導入しており、退職給付制度ごとに記載しておりま
す。

３. 確定拠出制度
当金庫及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は当連結会

計年度620百万円であります。

（ストック・オプション等関係）
該当事項はありません。

（税効果会計関係）
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 51,982百万円
睡眠債券払戻損失引当金 11,956
その他 14,599

繰延税金資産小計 78,538
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額△21,938

評価性引当額小計 △21,938
繰延税金資産合計 56,599
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △4,826
固定資産圧縮積立金 △196
退職給付に係る資産 △5,108
その他 △310

繰延税金負債合計 △10,441
繰延税金資産の純額 46,157百万円

２. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法
人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.49％
（調整）
評価性引当額の増減 △4.40
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.40
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.34
住民税均等割 0.39
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △2.00
その他 △0.79
税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.75％

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の
金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が

2025年３月31日に成立したことに伴い、2026年４月１日以後に
開始する連結会計年度から「防衛特別法人税」の課税が行われる
こととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債
の計算に使用する法定実効税率は従来の30.49％から、2026年４
月１日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差
異については31.38％となります。この税率変更により、当連結
会計年度の繰延税金資産は530百万円増加し、その他有価証券評
価差額金は136百万円減少し、繰延ヘッジ損益は５百万円減少し、
退職給付に係る調整累計額は２百万円減少し、法人税等調整額は
675百万円減少しております。
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（資産除去債務関係）
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１. 当該資産除去債務の概要
当金庫グループは、営業店舗の一部について、店舗に使用され

ている有害物質を除去する義務に関して資産除去債務を計上して
おります。

また、営業店舗等の一部について、賃借契約を締結しており、
賃借期間終了による原状回復義務に関して資産除去債務を認識し
ております。

２. 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から主として50年と見積り、割引率は当該

使用見込期間に見合う国債の流通利回りを使用して資産除去債務
の金額を計算しております。

３. 当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 2,512百万円
時の経過による調整額 4百万円
有形固定資産の売却に伴う減少額 △7百万円
期末残高 2,509百万円

（注）賃借契約に関連して敷金が資産計上されている場合の資産除去債務について
は、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積
り、そのうち当該連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によ
っております。

（賃貸等不動産関係）
賃貸等不動産関係について記載すべき重要なものはありません。

（関連当事者情報）
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありませ

ん。

（１株当たり情報）
当連結会計年度

(自 2024年4月
至 2025年3月

1 日
31日 )

1株当たり純資産額 231円78銭
1株当たり当期純利益 11円83銭
（注）1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当連結会計年度
（2025年3月31日）

純資産の部の合計額 百万円 1,038,410
純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 534,107

（うち危機対応準備金） 百万円 129,500
（うち特別準備金） 百万円 400,811
（うち非支配株主持分） 百万円 3,796

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 504,302
１株当たり純資産額の算定に用
いられた期末の普通株式の数 千株 2,175,734

純資産額の算定にあたっては、株式会社商工組合中央金庫法
施行規則に基づき、危機対応準備金及び特別準備金を控除し
ております。

2. 1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当連結会計年度

(自 2024年4月
至 2025年3月

1 日
31日 )

１株当たり当期純利益
親会社株主に帰属する当期純
利益 百万円 25,750

普通株主に帰属しない金額 百万円 ―
普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益 百万円 25,750

普通株式の期中平均株式数 千株 2,175,761
3. なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）
（自己株式の取得）

当金庫は、2025年1月21日開催の臨時株主総会において、会社
法第156条第1項、同第160条第1項の規定に基づき、特定の株主か
ら自己株式の取得を行うことを決議し、2025年6月12日に自己株
式の取得を実施いたしました。

１. 自己株式の取得を行う理由
・2023年6月14日に中小企業信用保険法及び株式会社商工組合中

央金庫法の一部を改正する法律が国会において成立し、政府は、
この法律の公布の日から2年を超えない施行日の前日までの間に
おいて、できる限り速やかに、政府保有株式の全部を処分する
よう努めるものとする、と規定されました。

・当金庫としては、改正法が施行され、これまで以上に中小企業
の企業価値向上に貢献してまいるためには、政府保有株式の全
部売却が行われることが重要であると考え、政府保有株式を自
己株式として取得することを決定いたしました。

２．自己株式取得の実施内容
⑴ 取得した株式の種類 当金庫普通株式

⑵ 取得した株式の総数
894,970,000株

（発行済株式総数（自己株式を除く）
に対する割合41.13％）

⑶ 株式の取得価額の総額 139,615,320,000円
（1株あたりの取得価格156円）

⑷ 取得先 財務大臣
⑸ 取得日 2025年6月12日
⑹ 取得方法 一般競争入札
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セグメント情報
【セグメント情報】
１. 報告セグメントの概要

当金庫グループの報告セグメントは、当金庫グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配
分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当金庫グループは、銀行業を中心に、リース業などの金融サービスを提供しております。
したがって、当金庫グループは業務別のセグメントから構成されており、「銀行業」及び「リース業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。
「銀行業」は、中小企業等協同組合その他主として中小規模の事業者を構成員とする団体及びその構成員に対する金融の円滑化を図るため

に、貸出、預金、為替、保証等の金融サービスを提供しております。「リース業」は、主として株式会社商工組合中央金庫の取引先に対しリー
ス・割賦等の金融サービスを提供しております。

２. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であります。
報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
セグメント間の取引における取引価格及び振替価格は市場実勢価格に基づいております。

３. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
前連結会計年度（自 2023年4月1日 至 2024年3月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント
その他

（注２）
合計 調整額

（注３）

連結
財務諸表
計上額

（注４）銀行業 リース業 計

経常収益（注１）
外部顧客に対する
経常収益 144,795 21,103 165,898 1,154 167,053 ― 167,053

セグメント間の内部
経常収益 349 1 350 8,533 8,883 △8,883 ―

計 145,144 21,104 166,248 9,688 175,936 △8,883 167,053
セグメント利益 21,918 340 22,258 200 22,458 △101 22,356
セグメント資産 13,231,219 94,212 13,325,431 9,953 13,335,385 △26,722 13,308,663
セグメント負債 12,207,222 80,479 12,287,702 3,181 12,290,883 △22,486 12,268,396
その他の項目

減価償却費 6,374 39 6,413 22 6,436 △55 6,380
資金運用収益 121,123 3 121,126 10 121,137 △34 121,103
資金調達費用 10,513 185 10,699 0 10,700 △31 10,668
特別利益 79 ― 79 ― 79 ― 79
（固定資産処分益） 79 ― 79 ― 79 ― 79
特別損失 1,088 0 1,088 ― 1,088 ― 1,088
（固定資産処分損） 40 0 40 ― 40 ― 40
（減損損失） 1,047 ― 1,047 ― 1,047 ― 1,047
税金費用 5,544 112 5,657 36 5,693 △33 5,660
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 17,737 47 17,785 8 17,793 △157 17,635

（注）1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、事務代行業、ソフトウェア開発業、情報サービス業、クレジットカード業及び投資業等を

含んでおります。
また、2023年８月１日付で新規設立した商工中金キャピタル株式会社は、「その他」に含めております。

3. 調整額は、次のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額△101百万円は、セグメント間取引消去△101百万円であります。
（2）セグメント資産の調整額△26,722百万円は、セグメント間取引消去△26,722百万円であります。
（3）セグメント負債の調整額△22,486百万円は、セグメント間取引消去△22,486百万円であります。
（4）減価償却費の調整額△55百万円は、セグメント間取引消去△55百万円であります。
（5）資金運用収益の調整額△34百万円は、セグメント間取引消去△34百万円であります。
（6）資金調達費用の調整額△31百万円は、セグメント間取引消去△31百万円であります。
（7）税金費用の調整額△33百万円は、セグメント間取引消去△33百万円であります。
（8）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△157百万円は、セグメント間取引消去△157百万円であります。

4．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日）
(単位：百万円)

報告セグメント
その他

（注２）
合計 調整額

（注３）

連結
財務諸表
計上額

（注４）銀行業 リース業 計

経常収益（注１）
外部顧客に対する
経常収益 170,285 22,733 193,019 1,267 194,286 ― 194,286

セグメント間の内部
経常収益 422 1 423 7,536 7,959 △7,959 ―

計 170,707 22,734 193,442 8,803 202,245 △7,959 194,286
セグメント利益 32,824 136 32,961 39 33,000 17 33,018
セグメント資産 12,187,668 100,294 12,287,962 11,007 12,298,969 △33,504 12,265,465
セグメント負債 11,165,643 86,471 11,252,115 4,122 11,256,237 △29,182 11,227,055
その他の項目

減価償却費 7,463 21 7,485 22 7,508 △69 7,439
資金運用収益 142,397 3 142,401 28 142,430 △111 142,318
資金調達費用 21,412 390 21,802 5 21,807 △108 21,699
特別利益 983 ― 983 ― 983 ― 983
（固定資産処分益） 983 ― 983 ― 983 ― 983
特別損失 225 0 225 ― 225 ― 225
（固定資産処分損） 41 0 41 ― 41 ― 41
（減損損失） 184 ― 184 ― 184 ― 184
税金費用 7,947 44 7,991 23 8,015 6 8,021
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 12,793 5 12,798 3 12,802 △53 12,748

（注）1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、事務代行業、ソフトウェア開発業、情報サービス業、クレジットカード業、投資業及び人

材サービス業等を含んでおります。
また、2024年11月20日付で新規設立した株式会社商工中金ヒューマンデザインは、「その他」に含めております。

3. 調整額は、次のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額17百万円は、セグメント間取引消去17百万円であります。
（2）セグメント資産の調整額△33,504百万円は、セグメント間取引消去△33,504百万円であります。
（3）セグメント負債の調整額△29,182百万円は、セグメント間取引消去△29,182百万円であります。
（4）減価償却費の調整額△69百万円は、セグメント間取引消去△69百万円であります。
（5）資金運用収益の調整額△111百万円は、セグメント間取引消去△111百万円であります。
（6）資金調達費用の調整額△108百万円は、セグメント間取引消去△108百万円であります。
（7）税金費用の調整額6百万円は、セグメント間取引消去6百万円であります。
（8）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△53百万円は、セグメント間取引消去△53百万円であります。

4．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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>>> 営業の状況（連結）

金融再生法開示債権およびリスク管理債権（連結）
（単位：億円、％）

2024/3期 2025/3期
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 （Ａ） 1,170 1,352
危 険 債 権 （Ｂ） 1,858 1,617
要 管 理 債 権 （Ｃ） 694 810
三 月 以 上 延 滞 債 権 15 36
貸 出 条 件 緩 和 債 権 678 773

小 計 （Ｄ）＝（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） 3,723 3,781
Ⅳ 分 類 額 （Ｅ） 694 809
（Ⅳ 分 類 額 控 除 後） （Ｄ）−（Ｅ） (3,029) (2,971)
正 常 債 権 94,979 95,100
合 計 （Ｆ） 98,703 98,881
総 与 信 に 占 め る 割 合 （%） （（Ｄ）−（Ｅ））/（（Ｆ）−（Ｅ）） 3.1 3.0

（注）1. 上記は「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づき査定を行い、「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」「危険債権」「要管理債権」および「正常債権」
に4区分したものです。

2. 開示債権の区分
①破産更生債権およびこれらに準ずる債権………破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこ

れらに準ずる債権
②危険債権……………………………………………債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および

利息の受取りができない可能性の高い債権
③要管理債権…………………………………………上記①②を除く、三月以上延滞債権および貸出条件緩和債権
④正常債権……………………………………………債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして上記①〜③の債権以外のものに区分される債権

3. Ⅳ分類額とは、自己査定により回収不能と区分された債権額であり、全額貸倒引当金を計上しています。
4. Ⅳ分類額控除後とは、注2①〜③の開示債権額の合計から、注3の金額を控除した金額です。
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